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研究成果の概要（和文）：(１)本来、ドミナントな白人集団であったはずのアングロ・ケルト系オーストラリア人が、
当時、周辺的集団であったはずの日本人をあたかもドミナントな集団として取り扱い、彼ら自身を意図的に周辺的集団
と位置づけることで、白豪主義政策の実体化の正当性を主張できたのみならず、さらには軍備増強の正当性さえも主張
できたことが文献や学術論文等の最最新の研究成果や収集した史料・資料により、一定程度明らかになった。
　　
（２）そして、このような主張が繰り返された背景にはオーストラリア連邦首相を3度も務めた政治家ディーキンの影
響が大きかったことも収集した文献や一次史料等からも一定程度明らかになった。

研究成果の概要（英文）：(1) Anglo-Celt Australians, who belonged to the dominant white race group in 
Australia in the late nineteenth and the early twentieth centuries, treated the Japanese as if they were 
the dominant group. By doing so, the white Australians could justify not only an introduction of the 
White Australia policy but also an expansion in armaments. This could be said by researching the first 
and second primary sources such as the latest academic books and articles, documents from the libraries 
and archives mainly in Australia.

(2) It has also become clear that Alfred Deakin, who became the Prime Minister of Australia there times 
in the 1900s, played a significant role to treat the Japanese as a dominant race group in order to 
introduce the White Australia policy and the establishment of the Royal Australian Navy in 1911.

研究分野：日豪関係史
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１．研究開始当初の背景 
 
（１）申請者の研究の全体構想は、多文化
主義を政策とする現在のオーストラリア
で、新自由主義の経済政策のもと移民排斥
や右翼勢力が復活してきている現象と、歴
史的なアングロ・ケルト系オーストラリア
人のホワイトネス（白人性）の形成が、ど
のように関連しているのか、及び、その歴
史的形成において、オーストラリアにおけ
る日本（人）イメージが、支配的集団であ
ったアングロ・ケルト系オーストラリア人
のホワイトネス形成に与えた影響につい
て、ホワイトネス・スタディーズおよび日
豪関係史の視点から考察することにある。 

 
（２）その中での本研究の具体的な目的は、
主に１９世紀後半から２０世紀初頭のオ
ーストラリアにおける日本(人)イメージが
アングロ・ケルト系オーストラリア人のホ
ワイトネス形成に重大な与えた影響を与
えた、オーストラリア史を代表する政治家
であるアルフレッド・ディーキン（Ａｌｆ
ｒｅｄ Ｄｅａｋｉｎ、１８５６－１９１
９）を軸に考察し、基礎的な白人研究およ
び日豪関係史の一端を担うことである。 

 
２．研究の目的 
 
（１）１８７０年代に設立されるＡＮＡと
１８８０年代からヴィクトリア植民地を
中心に本格的に政治活動を始めるディー
キンとの関係を、特に、反有色人移民運動
と連邦結成運動の視点から考察し、それが
日本（人）イメージの形成に与えた影響を
解明すること 

 
（２）オーストラリア連邦成立から１９０
０年代におけるドミナントなアングロ・ケ
ルト系オーストラリア人集団における日
本（人）イメージの形成、並びに、同集団
のホワイトネス形成にディーキンが与え
た影響を解明すること 

 
（３）それらに依拠した形でディーキンが
１９００年代のオーストラリアの国防や
外交政策に与えた影響について解明する
こと 

 
３．研究の方法 
 
（１）本研究の目的を達成するための研究
計画・方法は、主に、日本とオーストラリ
アにおける国内と海外の文献調査、そして
それに基づくオーストラリア学会や共同
研究会等における国内での発表、ならびに、
学会誌等への論文執筆が中心となった。 

 
（２）国内調査では、基本的な二次文献及
び史料収集をでき得る限り進める一方、さ

らなる史料の所在を調査・確認し、渡豪の
ための下調べを十分にした。具体的には、
以下のとおりである。 
 
①所属大学の附属図書館を通しての通
常の文献・史料収集、及び、インターネ
ットによる国内外の情報収集 

 
②追手門学院大学附属図書館オースト
ラリア・ライブラリー等に出向き、先行
研究文献を中心に史料収集 

 
③オーストラリア学会全国研究大会や
同学会の研究例会、および、共同研究会
への参加・報告等 

 
（３）海外調査では、上述の国内での下調
べを入念に実施した後、１９００年代当時、
２，０００名以上の日本人が年季労働者と
して滞在していたクィーンズランド州の
州都ブリスベンにあるクィーンズランド
大学や同州立図書館、並びに、オーストラ
リア連邦の首都キャンベラに位置するオ
ーストラリア国立図書館や博物館を中心
に、文献・史料収集を行った。 
また、オーストラリアにおける日系人移
民研究の第一人者の一人である、クィーン
ズランド大学の永田由利子先生からは、オ
ーストラリアにおける最新の日豪関係研
究に関する動向など、さまざまな有益情報
を提供して頂いた。 
  
４．研究成果 
 
(１)本来、ドミナントな白人集団であった
はずのアングロ・ケルト系オーストラリア
人が、当時、周辺的集団であったはずの日
本人をあたかもドミナントな集団として
取り扱い、彼ら自身を意図的に周辺的集団
と位置づけることで、白豪主義政策の実体
化の正当性を主張できたのみならず、さら
には軍備増強の正当性さえも主張できた
ことが文献や学術論文等の最新の研究成
果や収集した史料・資料により、一定程度
明らかになった。 
   
（２）そして、このような主張が繰り返さ
れた背景にはオーストラリア連邦首相を 3
度も務めた政治家ディーキンの影響が大
きかったことも収集した文献や一次史料
等からも一定程度明らかになってきた。 
例えば、オーストラリア植民地の連邦化
を推進した中心人物の一人でもあったデ
ィーキンは、オーストラリア独自の安全保
障の確立のため、連邦化以前から、オース
トラリア軍、特にイギリス海軍から一定独
立した独自の海軍創設を持論としており、
実際、彼自身が連邦首相になった際には、
海軍創設を積極的に推し進めた。特に１９
０７年１２月から１９０９年２月にかけ



て世界一周航海を行ったアメリカ海軍大
西洋艦隊（Ｇｒｅａｔ Ｗｈｉｔｅ Ｆｌｅ
ｅｔ）が、ディーキンによる積極的なアメ
リカ大統領への働きかけの結果、当初の予
定を変更し、オーストラリアへ寄港するこ
とになった事実は、すでに準備が進められ
ていたオーストラリア海軍創設に弾みを
つけたのみならず、アジア・太平洋におけ
るホワイト・ドミナント誇示の役割を果た
した点において、注目に値する。 
また、ディーキンは初代連邦法務長官と
して『移民制限法』を国会で討論していた
際には、日本人を「優秀であるがために危
険である」と発言したりするなどして、あ
たかも日本人をドミナントな存在である
かのごとく取り扱うことで、同法の制定に
大きく貢献したことからも、彼の影響力の
大きさが明らかになった。 
 
（３）他方で、上記のような研究成果とは
一見、相矛盾するかのような言動がオース
トラリア側にいくつか確認された。例えば、
１９世紀末から始まり、オーストラリア植
民地が連邦化した１９０１年以降も続い
た日本海軍実習船のオーストラリア寄港
の際に見せた、オーストラリア側の歓迎・
歓待ぶりである。 
そのことから、一方で日本の軍事力をア
ジア・太平洋地域におけるドミナントなも
のとして扱うことでオーストラリアの軍
備、とりわけ１９１１年の独自の海軍創設
まで進みながら、他方では１８９４年の日
英通商航海条約の締結や１９０２年の日
英同盟の締結などからも明らかであった
母国イギリスと日本の友好関係を全否定
するのではなく、自国の安全保障にとって
日英友好は有益であると見なしていたこ
とが明らかであった。 
当時、イギリス海軍の強力な庇護の下に
あったオーストラリアは、実際は、軍事力
においても自身をドミナントな存在とし
て捉えており、軍事的に日本と対抗するま
では考えていなかったことが、この事例か
らも一定程度明らかにできた。 
  
（４）上記の成果は、ホワイトネス・スタ
ディーズに関する新たなる視点を提供す
るのみならず、従来の日豪関係史を再検討
し、１９世紀後半から２０世紀初頭におけ
る白豪主義政策の実体化とオーストラリ
ア連邦独自の軍備の拡充に至るまでの歴
史的見通し、並びに、日本ではほとんど知
られていないオーストラリア史を代表す
る政治家ディーキンについて日豪関係史
の視点から、新しい知見が加えられうるも
のであった。 
  
（５）しかし、収集した史料・資料、特に
オーストラリア国立国会図書館を中心に
集めたディーキンに関する一次史料は膨

大を極めており、すべての史料を必ずしも
科学研究費補助金の給付期間内に十分検
証するまでには至らなかった。そのため、
本研究の成果の一部を先行する形で発表
すると共に、今後も、鋭意、収集した文献
や史料・資料を基に研究を続け、その成果
を公表していく予定である。 
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